






































































































































































































































































































































































































 女　性 30 93.8 
 男　性 2 6.2 




 20歳代 3 9.4 
 30歳代 1 3.1 
 40歳代 5 15.6 
 50歳代 9 28.1 
 60歳代 11 34.4 
 70歳代 3 9.4 
























 女　性 57 78.1 
 男　性 16 21.9 




 20歳代 12 16.4 
 30歳代 15 20.6 
 40歳代 24 32.9 
 50歳代 13 17.8 
 60歳代 9 12.3 
 70歳代 0 0 




 １年未満 10 13.7 
 １年以上２年未満 17 23.3 
 ２年以上３年未満 20 27.4 
 ３年以上４年未満 9 12.3 
 ４年以上５年未満 12 16.4 
 ５年以上 5 6.9 
 合　計 73 100.0
人 ％ 
 居宅介護支援 15 20.6 
 訪問介護 23 31.5 
 訪問看護 2 2.7 
 通所介護 12 16.4 
 福祉用具貸与 10 13.7 
 介護老人福祉施設 5 6.9 
 介護老人保健施設 3 4.1 
 その他 2 2.7 
 無回答 1 1.4 


























 女　性 17 73.9 
 男　性 6 26.1 
 合　計 23 100.0
人 ％ 
〈表９〉シンポジウム事業・参加者の性別 
 女　性 64 30.5 
 男　性 146 69.5 
 合　計 210 100.0
人 ％ 
〈表８〉介護予防研修事業・受講者の年齢 
 20歳代 1 4.4 
 30歳代 0 0 
 40歳代 4 17.4 
 50歳代 5 21.7 
 60歳代 11 47.8 
 70歳代 2 8.7 
 合　計 23 100.0
人 ％ 
〈表10〉シンポジウム事業・参加者の年齢 
 10歳代 8 3.8 
 20歳代 13 6.2 
 30歳代 4 1.9 
 40歳代 7 3.3 
 50歳代 37 17.6 
 60歳代 81 38.6 
 70歳代 28 13.3 
 80歳代 2 1 
 無回答 30 14.3 
 合　計 210 100.0
人 ％ 
〈表11〉シンポジウム事業・参加の種類　 
 一般市民 144 68.6 
 ボランティア関係者 10 4.8 
 民生委員 12 5.7 
 介護サービス従事者 10 4.8 
 行政関係者 7 3.3 
 大学関係者 11 5.2 
 大学生 16 7.6 






























 受講者 32 － 23 － 210 － 
 ｱﾝｹｰﾄ回収数/回収率 32 100.0 23 100.0 139 66.2 
 市の広報を見た 11 34.4 7 30.4 49 35.3 
 チラシを見た 3 9.4 1 4.4 9 6.5 
 家族・友人から聞いた 3 9.4 3 13.0 5 3.6 
 市の関係者から聞いた 9 28.1 10 43.4 41 29.5 
 大学の関係者から聞いた 1 3.1 1 4.4 32 23.0 
 その他 5 15.6 1 4.4 3 2.2 
 合　　　　計 32 100.0 23 100.0 139 100.0
人 ％ 人 ％ 人 ％ 
事業名 介護ボランティア 
養成研修事業 
介護予防研修事業 公開シンポジウム事業 
質問項目 
可能であった。今回の実践を通じて、市町村関係者との連携は、参加者募集にあたって、極めて有効
な手段であることが示唆された。
これまで述べてきた実行委員会の各事業は、いわゆる民学官連携により展開された。新富は、民学
官連携の特徴について、１）「産学官連携」では見落とされがちな地域住民・市民からのニーズに直接
応える地域連携である　２）教育・文化・福祉・環境などにかかわる問題解決をサポートすることに
より住民生活の質的向上と充実を図ることにあるとしている。
５）　　
大学関係者７名、行政関係者９名、市
民代表１名という委員構成に偏りがあったことによって、市民のニーズに直接応えられるような柔軟
性に欠けたことが反省点として挙げられるが、各種事業を展開する中で、介護福祉士養成施設におけ
る民学官連携による地域貢献の可能性を見出すことができた。同時に、相互の役割分担のあり方を十
分に検討することが今後の課題として残された。とりわけ、市民の持ちうる力をどのように取り組み
に反映させて行くかが重要であると考えられる。
最後に、地域貢献を目的とした事業への学生の参加のあり方について述べる。先にも述べたとおり、
アンケートにおいて事業運営に参加する学生に対して、参加者の好意的な意見が多く見られた。また、
事業運営に参加した学生のレポートからは、学内講義や現場実習だけでは学ぶことのできない貴重な
経験を得たので、機会があればまた参加したいという意見が目立った。以上から、地域貢献を目的と
した事業に学生を参加させることには、事業の円滑な運営に資すると同時に、地域住民の大学に対す
る評価を高め、学生に対しても教育効果があるという利点があるものと考えられる。
介護福祉士養成施設は、多様な実習施設や教材、知的財産、一定の知識や技術を身につけた学生な
ど、介護に関する貴重な資源が集約された場でもある。これらの資源を、在学生に対してだけではな
く、地域社会に幅広く還元することを通じて、地域全体の介護力を高めることに寄与できると同時に、
介護福祉士養成施設の社会的評価を高めることができると考えられる。他分野との厳しい競争の中で、
入学者を確保し定員を充足させるためには、そのような活動を通じて、地域社会に対して、介護の仕
事の意義や魅力についての情報を発信することが特に重要であると考えられる。
（注１）文部科学省「18歳人口および高等教育機関への入学者数・進学率等の推移」を参照されたい。
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/17/05/05051901/006.pdf
（注２）この事業は、2006年度（平成18年度）内に実施されたため、当該データは『平成18年版高齢社会白書』
より引用している。『平成19年版高齢社会白書』によると、2006年10月１日現在、わが国の総人口は１
億2,777万人で、前年に比べてほぼ横ばいであり、65歳以上の高齢者人口は過去最高の2,660万人、高齢
化率は20.8％である。
（注３）2006年４月の介護保険法改正により創設された制度であり、利用者による介護サービスの適切な選択に
資することを目的としている。法で定められた介護サービスについて、外部の第三者が当該サービス
における職員研修実施の有無、記録やマニュアルの有無などに関する情報が、インターネット等によ
って公表される。特に重要視されている調査項目が、職員に対する研修についてであり、多様な研修
項目について、職員に受講させているか否かを問う調査項目が設定されている。
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